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千葉県安全で安心なまちづくりの促進に関する条例第２５条に規定する地域防

犯情報センターの指定関係事務の取扱いに関する訓令

（趣旨）

第１条 この訓令は、千葉県安全で安心なまちづくりの促進に関する条例（平成１６年千

葉県条例第４号。以下「条例」という ）第２５条第２項に規定する地域防犯情報セン。

ターの指定関係事務の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。

（事務の処理）

第２条 地域防犯情報センターの指定関係事務の処理は、条例及び地域防犯情報センター

（ 。 「 」 。）の指定に関する規則 平成１６年千葉県公安委員会規則第７号 以下 規則 という

に定めるもののほか、別表に定めるところにより取扱うものとする。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。



別表

事務の種類 処 理 要 領 備 考

１ 指定申請 （１）署長は、地域防犯情報センター（以下「センタ 注１ 添付書類

の取扱い ー」という ）の指定を受けようとする者から申 は、次のと。

。（条例第２ 請があった場合には、地域防犯情報センター指定 おりである

自治会等５条第２項 申請書（規則別記第１号様式。以下「申請書」と (1)、

の規約（施規則第２条 いう ）及び添付書類（注１）を、それぞれ２部。

設の規約をから第４条 提出させ 所要の記載事項等を確認して受理する、 。

含む ）のまで） （２）申請を受理した署長は、地域防犯情報センター 。

写し事務処理簿（別記様式第１号。以下「処理簿」と

(2) 自治会等いう ）に所要事項を記載後、生活安全部生活安。

が自主防犯全総務課長 以下 生活安全総務課長 という（ 「 」 。）

活動施設をあてに、申請書を受理した旨の電話連絡をすると

使用する権ともに、申請書及び添付書類の１部（正本）を速

原を有するやかに送付する。

ことを証す（３）申請を受理した署長は、同一の申請者から同時

る書類（賃に他署管内のセンターの指定に係る申請 以下 同（ 「

貸契約書、時申請」という ）を受理した場合には、処理簿。

使用承諾書に所要事項を記載後、センターの所在地を管轄

など）の写する警察署長(以下 同時申請関係署長 という｡)「 」

しあてに申請書の副本及び添付書類を送付するとと

(3) 自主防犯もに、生活安全総務課長に申請書の正本及び添付

活動施設を書類を送付する。

撮影した写（４）申請書の副本及び添付書類の送付を受けた同時

真申請関係署長は、処理簿に所要事項を記載する。

(4) 自治会等（５）申請書の正本及び添付書類の送付を受けた生活

の役員その安全総務課長は、地域防犯情報センター指定申請

他自主防犯受理簿 別記様式第２号 以下 受理簿 という（ 。 「 」 。）

活動施設のに所要事項を記載する。

管理につい（６）申請を受理した署長又は同時申請関係署長（以

て責任があ下「申請受理署長」という ）は、自署管内に係。

る者の名簿るセンターの指定に関し、地域防犯情報センター

(5) 自主防犯指定審査表（別記様式第３号。以下「審査表」と

活動施設がいう ）により審査を行うとともに、関係市町村。

規則第３条長に対し、地域防犯情報センターに係る意見につ

に規定するいて（照会 （別記様式第４号。以下「照会書」）

要件に該当という ）及び地域防犯情報センターに係る意見。



しないことについて 回答 別記様式第４号の２ 以下 回（ ）（ 。 「

を誓約する答書」という ）を送付して意見の照会を行う。。

書面（７）申請受理署長は、審査表の審査項目及び市町村

への照会欄等を記載後、生活安全総務課長に審査

表及び回答書を速やかに送付する。

なお、申請受理署長は、審査表及び回答書の写

しを申請書（副本）に添付して保存する。

（８）生活安全総務課長は、送付された審査表を審査

した結果、条例第２５条第２項に定める要件に該

当すると認めた場合は、本部長に報告の上、公安

委員会の審査を受ける。

（９）生活安全総務課長は、公安委員会がセンターに

指定すると決定した場合には、地域防犯情報セン

ター指定台帳（別記様式第５号。以下「台帳」と

いう ）を作成するとともに、受理簿に所要事項。

を記載する。

（10）生活安全総務課長は、地域防犯情報センター指

定通知書（別記様式第６号。以下「指定通知書」

という ）を、申請受理署長を通じて申請者に交。

付する。

なお、申請受理署長は、指定通知書を交付する

際に申請者から受領書（別記様式第７号 ）を徴。

収し、生活安全総務課長に送付するとともに、指

定通知書及び受領書の写しを申請書（副本）に添

付して保存する。

（11）受領書の送付を受けた生活安全総務課長は、台

帳に所要事項を記載するとともに、台帳の写しを

申請受理署長に送付する。

（12）生活安全総務課長は、送付された審査表を審査

した結果、条例第２５条第２項に定める要件に該

当しないと認めたときであっても、本部長に報告

の上、公安委員会の審査を受ける。

（13）生活安全総務課長は、公安委員会がセンターに

指定しないと決定した場合には、地域防犯情報セ

ンター不指定通知書（別記様式第８号。以下「不

指定通知書」という ）を、申請受理署長を通じ。

て申請者に交付する。

なお、申請受理署長は、不指定通知書を交付す

る際に申請者から受領書を徴収し、生活安全総務



課長に送付するとともに、不指定通知書及び受領

書の写しを申請書（副本）に添付して保存する。

（14）受領書の送付を受けた生活安全総務課長は、受

理簿に所定事項を記載する。

２ 変更届出 （１）届出受理署長は、センターの変更について届出 注２ 添付書類

の 取 扱 い があった場合には、地域防犯情報センター変更届 は、注１に

規則第６条 出書（規則別記第２号様式。以下「変更届出書」 掲げる書類（ ）

という ）及び添付書類（注２）を、それぞれ２ のうち当該。

部提出させ、所要の記載事項等を確認して受理す 変更事項に

る。 係る書類と

（２）変更届出書を受理した届出受理署長は、処理簿 する。

に所要事項を記載し、生活安全総務課長に変更届

出書及び添付書類の１部（正本）を速やかに送付

する。

（３）変更届出書の正本及び添付書類の送付を受けた

生活安全総務課長は、台帳を補正するとともにそ

の写しを届出受理署長に送付する。

３ 廃止届出 （１）届出受理署長は、センターの廃止について届出

の 取 扱 い があった場合には、地域防犯情報センター廃止届

規則第８条 出書（規則別記第３号様式。以下「廃止届出書」（ ）

という ）を２部提出させ、所要の記載事項等を。

確認して受理するとともに指定通知書を返納させ

る。

（２）廃止届出書を受理した届出受理署長は、処理簿

及び台帳の写しに廃止年月日を記載するととも

、 （ ）に 生活安全総務課長に廃止届出書の１部 正本

を指定通知書とともに速やかに送付する。

（３）廃止届出書の正本の送付を受けた生活安全総務

、 。課長は 受理簿及び台帳に廃止年月日を記載する

４ 指定取消 （１）届出受理署長は、条例第２５条第６項に規定す

しの取扱い るセンターの指定取消しを行う必要があると認め

（条例第２５ る場合には、関係者の申立てその他関係書類を添

条第６項） えて、指定取消処分報告書（別記様式第９号。以

下「取消報告書」という ）により、生活安全総。

務課長を経由して本部長に報告する。

（２）生活安全総務課長は、送付された取消報告書等

を審査し、本部長に報告の上、公安委員会に上申



する。

（３）生活安全総務課長は、公安委員会による聴聞等

の結果を踏まえて、センターの指定の取消しが決

定した場合は、地域防犯情報センター指定取消通

知書（別記様式１０号。以下「取消通知書」とい

う ）を申請受理署長を経由して取消処分を受け。

る者に交付する。

なお、申請受理署長は、取消通知書を交付する

際に、取消処分を受ける者から受領書を徴収し、

生活安全総務課長に送付するとともに、取消処分

通知書及び受領書の写しを申請書（副本）に添付

し保存する。

（４）受領書の送付を受けた生活安全総務課長は、受

理簿及び台帳に所要事項を記載する。

５ 書類等の

保管 書 類 の 区 分 編冊簿冊 保存期間

申請書（規則別記様式第１号）及び添 指定施設別 累年

付書類 廃止又は取

消しの場合

は、１年

同上 累年変更届出書（規則別記様式第２号）及

び添付書類 廃止又は取

消しの場合

は、１年

廃止届出書（規則別記様式第３号） 同上 １年

処理簿（別記様式第１号） 処理簿 累年

受理簿（別記様式第２号） 受理簿 累年

審査表（別記様式第３号） 指定施設別 累年

廃止又は取

消しの場合

は、１年

照会書（別記様式第４号） 同上 累年



廃止又は取

消しの場合

は、１年

（別記様式第５号） 台帳 累年台帳

廃止又は取

消しの場合

は、１年

（別記様式第６号） 指定施設別 累年指定通知書

廃止又は取

消しの場合

は、１年

受領書（別記様式第７号） 同上 累年

廃止又は取

消しの場合

は、１年

不指定通知書（別記様式第８号） 同上 累年

廃止又は取

消しの場合

は、１年

１年
指定取消処分報告書 別記様式第９号 指定取消処分（ ）

関係簿

１年
指定取消通知書（別記様式第１０号） 同上

別記様式は省略。


